
計算書類

第15期

自　2021年4月 1日

至　2022年3月31日



科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

 流 動 資 産 45,571,490 　流 動 負 債 31,899,072

現 金 及 び 預 金 507,386 買 掛 金 9,852,190

受 取 手 形 1,077,354 短 期 借 入 金 20,350,000

電 子 記 録 債 権 4,076,532
1年 以 内 返 済 予 定
長 期 借 入 金

700,000

売 掛 金 18,984,137 未 払 金 258,492

商 品 9,673,639 未 払 費 用 17,040

製 品 8,148,150 未 払 法 人 税 等 530,027

前 払 費 用 27,645 賞 与 引 当 金 184,869

関係会社短期貸付金 42,042 そ の 他 6,451

未 収 入 金 2,317,888 　固 定 負 債 5,598,121

未 収 還 付 消 費 税 705,453 長 期 借 入 金 5,200,000

そ の 他 13,096 退 職 給 付 引 当 金 187,345

貸 倒 引 当 金 △  1,837 役 員 退 職 引 当 金 63,576

 固 定 資 産 1,736,670 資 産 除 去 債 務 13,000

   有形固定資産 172,041そ の 他 134,200

建 物 40,450　 負  債  合  計 37,497,194

構 築 物 1,033

機 械 及 び 装 置 21,392　株主資本 9,693,085

工具・器具及び備品 30,483 　資　本　金 2,250,000

土 地 78,681 　資本剰余金 3,240,385

   無形固定資産 165,372 資 本 準 備 金 2,885,385

ソ フ ト ウ ェ ア 55,722 その他資本剰余金 355,000

の れ ん 109,650 　利益剰余金 4,202,699

   投資その他の資産 1,399,256 利 益 準 備 金 10,000

投 資 有 価 証 券 387,729 その他利益剰余金 4,192,699

関 係 会 社 株 式 823,971 　別途積立金 100,000

繰 延 税 金 資 産 108,142 　繰越利益剰余金 4,092,699

そ の 他 81,012　評価・換算差額等 117,880

貸 倒 引 当 金 △  1,600 　  その他有価証券評価差額金 117,880

　 純  資  産　合  計 9,810,966

　 資  産  合  計 47,308,160 47,308,160負債及び純資産合計

（2022年3月31日現在）

 貸借対照表 

（単位：千円）

（ 負債の部 )　( 資産の部 )

( 純資産の部 )
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（単位：千円）

40,380,670

36,034,483

4,346,187

2,519,899

1,826,288

36,791

25,200

106,951 168,942

177,421

64,203 241,624

1,753,606

固 定 資 産 売 却 益 313 313

1,753,919

567,475

△  41,484 525,991

1,227,928

 損益計算書　

自　2021年4月 1日

至　2022年3月31日

金　　　　額

そ の 他

受 取 利 息 及 び 配 当 金

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 利 益

そ の 他

営 業 外 費 用

科　　　　目

受 取 賃 貸 料

売 上 高

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

支 払 利 息 及 び 割 引 料

経 常 利 益

営 業 外 収 益

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

特 別 利 益

法人税、住民税及び事業税

税 引 前 当 期 純 利 益
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（単位：千円）

評価・換算

差額等

資本金

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 2,250,000 2,885,385 355,000 3,240,385 10,000 100,000 3,018,822 3,128,822 8,619,207 74,462 8,693,670

当期変動額

剰余金の配当 △  154,051 △  154,051 △  154,051 △  154,051

当期純利益 1,227,928 1,227,928 1,227,928 1,227,928

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

43,418 43,418

当期変動額合計 1,073,877 1,073,877 1,073,877 43,418 1,117,296

当期末残高 2,250,000 2,885,385 355,000 3,240,385 10,000 100,000 4,092,699 4,202,699 9,693,085 117,880 9,810,966

資本準備金 利益剰余金合計
その他
資本剰余金

株主資本合計
純資産合計

資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金 その他有価証

券評価差額金

株主資本等変動計算書
自：2021年4月1日　至：2022年3月31日

株　　主　　資　　本

資本剰余金 利　益　剰　余　金
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個別注記表

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 資産の評価基準及び評価方法
   (1)有価証券
      子会社株式        移動平均法による原価法

      その他有価証券    

       市場価格のない株式等以外のもの   決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は
全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定)
       市場価格のない株式等   移動平均法による原価法

   (2)たな卸資産
      個別法による原価法

      また、貸借対照表計上額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定している。

2. 固定資産の減価償却の方法
   (1)有形固定資産     
      法人税法による定額法

   (2)無形固定資産   
     自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5 年)に基づく定額法によっ

ている。

また、のれんは 5年間で毎期均等額を償却している。

3. 引当金の計上基準
   (1)貸倒引当金
      債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

   (2)賞与引当金
      従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上している。

   (3)退職給付引当金
      従業員の退職給付に備えるため、簡便法による当期末の退職給付債務及び年金資産の額に基づ

き計上している。

   (4)役員退職引当金
      役員の退職金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

4.収益及び費用の計上基準
商品又は製品の販売に係る収益は、主にステンレス鋼の販売であり、顧客との販売契約に基づいて商品

又は製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品又は製品を引き渡す一時点にお

いて、顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識し

ております。ただし、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間

である場合には、出荷時に収益を認識しております。

当社が代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識しております。
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Ⅱ. 会計方針の変更に関する注記
1. 収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識基準に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 2020年 3月 31日。以下「収益認識会計
基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した

時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

ただし、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第 98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又
は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が

通常の期間である場合には、出荷時に認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的な取扱
いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当

事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

なお、従来、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、顧客への商品の提供

における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客との取引額から、商品の仕入先との取引

額を控除した純額で収益を認識する方法に変更しております。

この結果、当事業年度における売上高及び売上原価がそれぞれ 97,009,976 千円減少しております。
また、当事業年度の期首の利益剰余金に与える影響はありません。

変更前の売上高  137,390,646千円
変更前の売上原価 133,044,459千円

2. 時価の算定に関する会計基準
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年７月４日。以下「時価算定会計基
準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19項及び「金融商品に関する会
計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年７月４日）第 44－２項に定める経過的な取り扱いに従って、
時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、

当事業年度の計算書類に与える影響はありません。

Ⅲ．収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま

す。

Ⅳ. 貸借対照表に関する注記
1. 有形固定資産の減価償却累計額  144,530千円
2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務(区分表示したものを除く)

    短期金銭債権 376,166千円
短期金銭債務 8,098,809千円  
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Ⅴ. 損益計算書に関する注記
1. 関係会社との取引高

    営業取引による取引高

     売上高              790,326千円
     仕入高            30,485,252千円
     販売費及び一般管理費      475,797千円
    営業取引以外の取引高    109,639千円

Ⅵ. 株主資本等変動計算書に関する注記
1. 発行済株式の総数に関する事項

                                                                     (単位:株)
株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 295,644 － － 295,644

2. 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決 議
株式の

種 類

配当金の

総額(千円)
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年 6月 23日
定時株主総会

普通

株式
154,051 521.07 2021年 3月 31日 2021年 6月 24日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2022 年 6 月 28 日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次の通り提案
している。

・配当金の総額     613,963,893円
・配当の原資      利益剰余金

・１株当たり配当金額  2,076円 70銭
・基準日        2022年 3月 31日
・効力発生日      2022年 6月 29日

Ⅶ. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金及び未払事業税等の否認額である。な

お、評価性引当額として控除した金額は 43,349千円である。

Ⅷ. 金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項

資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入及び債権の流動化によ

り資金を調達している。

受取手形・電子記録債権及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低

減を図っている。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については決算期ごとに時

価の把握を行っている。借入金及び債権の流動化による資金の使途は運転資金(短期)である。
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2. 金融商品の時価等に関する事項

2022年 3月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
ある。

なお、「現金及び預金」、「受取手形」、「電子記録債権」、「売掛金」、「関係会社短期貸付金」、「未収

入金」、「買掛金」、「短期借入金」は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、注記を省略している。

(単位:千円)
貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額

(1) 投資有価証券
その他有価証券

(2) 長期借入金
(1年以内返済予定のものを含む)

303,817
(5,900,000)

303,817
(5,886,907)

   －

    －

(△13,092）

（＊）負債に計上されているものについては、(     )で示している。
(注１) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

(1) 投資有価証券
投資有価証券の時価については、市場価格によっている。

          (2) 長期借入金
       長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定する方法によっている。

(注２) 非上場株式等(その他有価証券 83,911千円及び関係会社株式 823,971千円)は、市場価格がないた
め、上表には含めていない。

Ⅸ. 関連当事者との取引に関する注記
1. 法人主要株主等                                （単位:千円）
属性 会社等の名称 議決権等の

被所有割合

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引

金額

科目 期末残高

そ

の

他

の

関

係

会

社

日鉄物産㈱ 直接 32.0% 製品の販売

及び仕入

販売 503,730 売掛金 125,732

電子記録

債権

844

仕入 241,975 買掛金 87,813
日鉄

ステンレス㈱

直接 36.0% 製品の販売

及び仕入

販売 6,963 売掛金 936

仕入 121,790,338 買掛金 7,502,975

日本製鉄㈱   ※1 製品の販売

及び仕入

販売 649,985 売掛金 118,086

仕入 3,652,240 買掛金 389,397

※1 日本製鉄㈱は、当社のその他の関係会社である日鉄ステンレス㈱の議決権の 100％、日鉄物産㈱の議決
権の 35.2%(直接 34.7%、間接 0.5%)を所有している。

※2  取引条件及び取引条件の決定方針等
  製品の販売及び仕入の取引条件は、当社と関係を有しない他の当事者と同様、交渉の上 決定している。

    なお、金額のうち、「取引金額」には消費税等は含んでおらず、債権債務の「期末残高」については消
費税等を含んでいる。
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2. 子会社                                    （単位:千円）
属性 会社等の名称 議決権等の

所有割合

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額 科目 期末残高

子

会

社

NSステンレス
サービスセン

ター㈱

直接

100.0%
製品の加工

委託、

製品の販売

及び仕入

加工委託 611,761 未払金 96,792

販売 498,687 売掛金 51,195

仕入 1,448 買掛金 154

金銭貸付

金銭回収

3,000
118,000

－ －

受取利息 172 － －

システム

利用料

13,941 － －

シゲル工業㈱ 直接

75.9%
製品の販売

及び仕入

販売 611,625 売掛金 67,644
仕入 212,540 買掛金 21,675
売上割引 465 －   －

取引条件及び取引条件の決定方針等

製品の加工委託、製品の販売及び仕入、並びにシステム利用料の取引条件は、当社と関係を有しない他

の当事者と同様、交渉の上 決定している。

  また、NS ステンレスサービスセンター㈱に対する金銭の貸付は市場金利を勘案して合理的に決定して
おり、返済条件は期間 1年としている。
  なお、金額のうち、「取引金額」には消費税等は含んでおらず、債権債務の「期末残高」については消費
税等を含んでいる。

3. 兄弟会社等                                     （単位:千円）
属性 会社等の名称 議決権等

の所有割

合

関連当事者

との関係

取引の

内容

取引金額 科目 期末残高

その他

の関係

会社の

子会社

日鉄鋼管㈱ なし 製品の販売 販売 5,690,508 売掛金 2,631,497

日鉄ステンレス鋼

管㈱

なし 製品の販売

及び仕入

販売 10,638,296 売掛金 2,418,089

仕入 981,447 買掛金 70,084

日鉄工材㈱ なし 製品の販売

及び仕入

販売 1,610,639 売掛金 568,033

仕入 320,343 買掛金 37,790

取引条件及び取引条件の決定方針等

  製品の販売の取引条件は、当社と関係を有しない他の当事者と同様、交渉の上 決定している。

  なお、金額のうち、「取引金額」には消費税等は含んでおらず、「期末残高」については消費税等を含ん
でいる。

Ⅹ. １株当たり情報に関する注記
  １株当たり純資産額      33,185円 06銭
  １株当たり当期純利益       4,153円 40銭
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（注）本計算書類中の記載数字は、金額については表示単位未満の端数を切り捨てている。


